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第2章　解雇自由原則の展開
　第1節　解雇自由原則に対する制約の可否
　1）制定法による制約一一Go〃〃．∫肋〃
　D伽〃事件控訴審判決■の後、解雇白由の原則を個別的合意によって制約することが判
例上否定される一方で、個別的合意以外の何らかの法形式（規則、労働協約等）による制
約が可能か否かが裁判上の争点となっていった。
　この論点については、すでに1）〃舳事件控訴審判決においてHershe11裁判官は、傍論と
してではあるが、以下のような見解を示していた。すなわち、「かかる雇用は、公共善
（the　good　of　public）を目的とするものであるから、公務員を解雇する国王の権限に何ら
かの制約を課すことが公共善にとってそれ以上に望ましいと考えられる例外的な場合を除
いて、かかる雇用が国王の意のままに終了せしめられるべきことは、公共善にとって不可
欠である」とし、より具体的には、解雇自由原則への制約が認められる「例外的な場合」
とは、「高度な身分保障に関する何らかの制定法上の規定が存在する場合」だと述べた。
　ところで、1〕〃舳判決の後、問もなく制定法による解雇権限の制約の是非が争点となっ
た事案が登場する。Go〃れ．S肋〃事件の枢密院判決2〕である。本件は、オーストラリア
事案であるが、1884年の公務員法（Civil　Service　Act）の規定にもとづいて採用され、
New　South　Walesの書記として勤務していた公務員（被上訴人）が、職務遂行能カの欠如
を理由として、公務員法の手続きを踏むことなく解雇されたため、違法解雇を理由として
政府を相手に1500ポンドの損害賠償を請求する訴訟を提起した事案である。これに関し
て被上訴人（被解雇者）は、当局側（上訴人）の答弁に対して訴答不十分の抗弁を行い、
それがオーストラリア最高裁判所において容認された。本件は、この最高裁判所の判断を
不服とする当局側からの上訴である。当局側の主張は、1884年制定の公務員法にもとづ
1）　［1896］　1Q．B．116、くC．A一〉
2）　［1896］　A．C－575．くP．C．〉
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き、いつにても職員の雇用を終了させることを政府は妨げられないというものであった。
したがって本件の争点は、同法が解雇自由の原則を排除する規定を含んでいるか否かとい
う法解釈にあった。
　本判決においてCouch裁判官は、まず国王の解雇権限について以下のように判示した。
　「国王の下で勤務する契約においては、ミリタリー・サーヴィスと同じくシヴイル・サ
ーヴィスでも、法律によって別に定められた場合を除いて、国王は意のままに解雇する権
限を有するという条項が契約の中に持込まれているというのが、本国と同様に、New
South　Walesの法である。そこで、検討されるべき問題は、1884年の公務員法がこの原則
に対する例外を設けたか否かである」。
　次いで同裁判官は、1884年法が公務員による非行の性質によって、解雇、降職、降給、
昇給延伸または50ポンドを超えない範囲での罰金を定めていること（33条）、または即時
解雇は重罪または不名誉な非行に限定されていること（35条）等を考察した後、以下の
ように述べた。
　「これらの規定は、明らかに職員の保護および福祉のために意図されたものであるが、
国王が意のままに勤務契約を終了させることができるという条件を契約から読みとること
とは両立しない。……これは、私の意見では、公務は、その構成員の何らかの資格に関す
る一定の規制にもとづいて確立されるべきであり、かつ、公共善のために構成員を解雇す
る国王の権限に一定の制約が課されるべきであると見なされた例外的な事案である」。
　こうして判決は、前述公務員法の諸規定と黙示条項とが両立しないことを認定したうえ
で、1884年公務員法は、公務員の福祉のために国王の解雇権限を制約することが「公共
善」のために望ましいとの政策を採用していると判示した。これは、明言こそしていない
ものの、前記1）〃舳事件控訴審判決におけるHershel1裁判官の傍論に示された判断枠組み
を忠実に本事案に適用したものといえよう。
　また、上記判決直後に現れた吻舳μ．〃α舳事件枢密院判決ヨコも、オーストラリアの
1884年公務員法に関わる事案である。1884年法は、1895年12月に改正され、国王の、公
務員を意のままに解雇する権利を「廃棄し、制約するように解釈されてはならない」とい
う規定が挿入された。解雇自由原則の復活である。原告は、道路測量技師としてNew
South　Wa1es政府に雇用されていたが、1895年6月に、1884年法に定められた解雇理由ま
たは解雇手続きにもとづくことなく解雇されたため、不法解雇を理由として損害賠償を請
求した。これに対して政府側は、1895年改正法の遡及的適用を主張したが、判決はそれ
を否定し、1884年法の適用を認め、本件解雇が同法違反であるとして原告の損害賠償請
求を容認した。いうまでもなく、本判決は1884年法が解雇白由の原則と相容れないとい
3）　［1898］　A．C．496．　〈P．C．〉
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うGo〃〃仇∫肋肋事件枢密院判決を前提に、上記結論が導かれている。
　こうして、オーストラリアの事件に関する枢密院判決4〕は、制定法の定めにより国王の
解雇自由の原則を制約しうるという先例を確立した。
　2）枢密院による制約一肋物〃．κ〃g
　枢密院令による定めは、国王の解雇権限を制約しうるか。この論点に関連する判例とし
ては、肋〃ツ砂．κ〃g事件の枢密院判決引がある。事案は、カナダ連邦年金不服審査会
（the　Federa1Appeal　Board）の委員の職に5年任期で任命された者が、任期途中で解雇さ
れたとして、契約違反を理由とする損害賠償の権利請願を申立てたものである。審査会
は、修正年金法によって設置され、同法によって委員の数、任期の上限および任命方法等
が定められていた。上訴人は、枢密院令の定めに従って5年の任期で任命されたが、同枢
密院令によれば、審査会の業務が現在より少人数の委員によって賄える程度に減少した場
合には、その任用はいつにても終了させられるという条件が付されていた。結果として業
務量の減少という事態は生じなかったものの、議会が上訴人の職の根拠となっていた法律
を廃止した結果、上訴人は職を解かれたため、権利請願に及んだものである。カナダ最高
裁判所は、国王の解雇白由の原則を根拠に契約違反がなかったと判示したが、上訴人が枢
密院に上訴したものである。
　Atkin裁判官は、上訴人の職が法律によって廃止され、消滅したのであるから、契約違
反は成立しないと判示した。しかし、傍論ではあるものの、カナダ最高裁の判決に対し次
のような見解を表明した。
　「私は、もし契約があるとすれば、この契約の見解に同意するつもりはない。任用の文
言が明確に期間を定め、かつ明らかに『正当な理由』にもとづいて解雇する権限を規定し
ていれば、意のままに解雇する権限の含意は、必然的に排除される結果となるように思わ
れる。このことは、Go〃〃〃I肋肋事件における司法委員会の理由づけから当然に生ずる
ように見える」。
　この叙述は、その後の判例および学説に波紋を投げかけた。なぜなら、この叙述があた
かも当事者間の合意によって国王の解雇権限を排除できるかのように解釈しうる余地があ
ったからである。このような見解は、たとえば、灰o5桝∫o”．〃〃肋7ぴPθ〃∫づo〃∫事件判決引
のDennings裁判官の見解にみることができる。この事件は、解雇事件ではなかった。現
役の陸軍士官に身体障害が発生したため、彼は陸軍省にこれが軍務に起因するものである
ことの確認をもとめたところ、陸軍省は書簡によってそれを明確に肯定した。しかし後
年、年金省は、彼の身体障害が軍務に起因するものではないとの決定を下したため、この
4）New　South　Wa1esの1884年法に関しては、さらにもう一つの枢密院判決がある。吻舳μ一肋〃〃
［1898］　A　C．661．〈P．C．〉
5）　［1934］　A．C．176．くP．C．〉
6）　［1949］　1K　B．227．
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士官が異議を申立てた事案である。De㎜ings裁判官は、「国王は意のままに、かつ正当な
理由なしに、その決定を自由に取消すことができる」という原則を否定すべく、以下のよ
うに述べた。
　「これらの事案は、いまや、すべて肋1伽．κ〃g事件におけるAtkin卿の判決に照らして
読まれねばならない。その判決は、勤務契約に関して、国王はいかなる問題についても…
・、明確な約束によって拘束されることを明らかにした。意のままに解雇する権限がある
とした判決は、黙示条項を基礎にしているが、黙示条項は、解雇事項を扱う明確な条項が
ある場合には、もちろん存在しえない」。
　また、学説においてもDennings裁判官の解釈を支持する見解も現れた7〕。しかし学説
の大勢は、肋物〃．〃閉g事件の事実関係を踏まえて、Atkin裁判官の真意は制定法あるい
は枢密院令による解雇制限規定の存在を前提にしており、上記法令に明確な解雇制限規定
が定められている場合には、国王の解雇権限は制約されることを述べたにすぎないと指摘
した別。確かに、Atkin卿は、前記の0o〃〃〃．∫肋〃事件枢密院判決を先例として挙げてい
ることをも考慮すれば、学説の大勢による解釈が妥当ということになろう。
　さて本件では、解雇理由の制限が枢密院規則によってなされていたが、判決では、この
ことについてなんら言及がなされていない。本判決は、制定法において解雇理由が明確に
定められていない以上、枢密院規則によっても解雇自由の原則を制限できないことを示唆
したと解することもできよう9〕。
　3）規則による制約の可否一〃o〃α〃．肋θ舳α7ρ炊2
　国王大権にもとづいて陸軍省において制定された規則が国王の解雇権限を制約するか否
かが争われた事案として肋肋〃仇〃2吻γρ赦2事件判決m〕を挙げることができる。こ
こでは、陸軍省文官規則（theWarDepartment　Civi1ian　Sta血Regulation，1950）によって定
められた解雇予告期間に反する解雇の効力が争点となった。同規則は、もともと開封勅許
状（le廿ers　patent）によって国王から陸軍評議会（the　Army　Counci1）に委任された権限
にもとづいて作成されたものであった。同規則は、被用者の労働時間、給与のほか、服務
規律を定めるとともに、被用者の採用に際して同規則にしたがって勤務する旨の文書に署
名を求めることを定めていた。そして本件の争点との関係では、規則は、「非任官の被用
者（unestablished　employee）は、その勤務がもはや必要ないために解雇される時は、正
7）　IvorLM．Richardson，“lncidentsoftheCrown－Se〃antRe1ationship’’，CanadianLawReview，Vol．33
　（1955），P．428．
8〕J．D．B．Miche1l，〃邊Co閉物cお〆〃凸〃cル肋o〆f｛ε∫（1954），p．44；Beinart，‘The　Legal　Relationship
be1ween　the　Govemment　md　its　Employees”，Buttenπorth’s　SouthA庁icanレw　Review，1955，pp．35－36．
9）　もっとも、本判決は「制定法」が「枢密院令」による制約を否定したとする解釈は少数である。
　かかる解釈を採用するものとして、Stanley　De　Smith　and　Rodney　Brazier，Co閉∫肋〃o舳1α〃
〃〃閉づ∫肋肋2〃ω，8’hed．，P．202．
10）　［1959］3A1l　E．R－552．
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式な書面にて」14日前に予告を与えられることになっていた。非任官職員であった本件
原告は、職場におけるトラブルを理由に一旦は退職届を出したものの、間もなく翻意し、
その撤回を申し入れたが、容れられず、退職届を提出してから4日後に雇用の終了を告げ
られた。そこで原告は、本件事案が解雇事案であると主張し、解雇予告を定めた規則473
の（a）は、雇用契約の内容になっていたがゆえに、本件解雇は違法解雇であるとして損
害賠償を求めたものである。
　Diplock裁判官は、まず、規則の法的意味について「この規則が厳密な意味で、これに
服して勤務することについて国王と同意した者との契約関係であるものを意味するか否
か、それは、少なくとも、この規則を雇用契約の条項と同様に解釈するのを当然と思わせ
るほど十分に契約関係に類似しているように思われる」と判示した。
　そして、解雇予告期間の定めの効力については、次のように述べた。
　「規則473は、……雇用の終了に関して国王により被用者に付与されるべき特別な予告
期間を定めることによって、従業員の勤務を意のままに、換言すれば、いつにても、かつ
事前の通告なしに終了せしめる国王の権利を排除するものである。しかしその規則が従業
員を即時に解雇する国王の権利を奪い取るものである以上、それが契約であろうとなかろ
うと、私の見解では、規則は無効である」。
　最後に、女王みずからが解雇自由原則を制約できるか否かの論点について次のように判
示した。
　「女王自身が開封勅許状によってそのような特権を放棄することができる……と仮定し
ても、意のままに被用者の勤務を終了させる国王大権の放棄を承認する明確な定めは、開
封勅許状には存在しない」。さらに、「私の見解では、法は、Stuart　Robertson氏によりそ
の著書……において正しく叙述されている。そこにおいて彼は次のように述べる。『国王
の絶対的な解雇権限は、制定法によってのみ制約され、制定法がなければ、それを制約せ
んとするいかなるものも、公共政策に反するものとして無効である』」。
　こうして結局Diplock裁判官の結論も、制定法以外に解雇白由の原則を制約できないこ
とを示した。しかし、注目すべきことは、第一に、規則に定められた勤務条件が契約内容
になるという見解を表明したことである。すなわち、∫加肋”．∫刎棚11〕などの従来の判
例は、類似する規則を行政組織の内部文書にすぎないもの解釈し、契約内容を構成しない
と認定してきた。これに対して、本判決は、はじめて本件規則が契約内容となりうるこ
と、すなわち、雇用契約の当事者を拘束しうるものであることを肯定した。本件の場合、
規則白体において職員採用に際して同規則に従って勤務する旨の誓約書の提出を公務員に
義務づける規定が存在していたという事実が考慮されたからだと推測される。しかし第二
に、それにもかかわらず、かかる契約は、国王の解雇権限を制約するがゆえにその効力が
　11）　［1895］　AC．229．　〈P．C．〉
7o
否定された。本件規則は、国王大権にもとづいて制定された規則であったにもかかわら
ず、制定法でないがゆえに解雇白由の原則を制約できないと解された。第三に、傍論では
あるが、そもそも国王みずからが自分の解雇権限を制約できないことを示唆したが、これ
は、明らかに、前述した〃舳仏〃αcDo閉o〃事件控訴審判決12〕におけるのEsher裁判官の
傍論とは異なるものであった。国王がみずからの意思で解雇権限を制約できるか否かの問
題1ヨ〕は、振り出しに戻ったといえよう。
　4）労使間の集団的合意による制約の可否一灰o伽21～．〃o〃α∫α〃0肋㈱
　Ro伽θ〃〃．〃o〃α∫α〃0肋㈱事件判決14〕では、ホイットレー協議会の合意およびそれ
を踏まえた大蔵省回状（Circular）において定められた手続きによって解雇白由原則を制
約できるか否かが争点の中心であった。
　事案は、10分の1税償還委員会（Tithe　Redemption　Commission）に雇用された任官公
務員が空軍に出向中、空軍所有のラジオを売却し、有罪判決を受けたため、委員会は職員
を懲戒解雇にしたが、本件解雇は、全国ホイットレー協議会合同委員会において合意さ
れ、かつその合意を基礎に1935年の大蔵省回状によって全省に通知された解雇手続きに
違反してなされた不法解雇であると主張して、当該職員が損害賠償等の請求を行ったもの
である。被告である10分1税償還委員会は、原告に聴聞の機会を与えた後に懲戒解雇処分
に付したが、それは、ホイットレー協議会の合意およびそれを受けて作成された大蔵省回
状により、刑事処分をともなわない懲戒解雇を想定して設けられた手続きであった。ちな
みに、刑事処分をともなう懲戒解雇に関する手続きは、ホイットレー協議会及び大蔵省回
状においては何の言及もなかった。原告は、ホイットレー協議会における合意が契約内容
になっているとし、被告が懲戒委員会を開催して処分の提起を行い、原告の弁明を聴取し
たのは、ホイットレー協議会の合意および大蔵省回状に違反していると主張し、不法解雇
にもとづく損害賠償、本件解雇の差し止め命令および解雇無効の宣言的判決を求めた。
　これに対して判決は、次のように述べた。①ホイットレー協議会の合意および大蔵省
回状において、刑事処分を発生させる重大な非行がなされた場合の手続きについて何の言
及もないが、これは、具体的事案に則して当局がその裁量により手続きを決定できること
を意味する。したがって、当局が刑事処分をともなった本件解雇に、刑事処分をともなわ
ない重大な非行に適用することを予定して設けられた解雇手続きを適用しても、雇用契約
12）　［1897］　Q．B．555．〈A　C．〉
13）　この点につき乃舳〃肌∫2cκ物ηψ∫倣召〃Coloル∫［1953］2Q．B．428．において、Goddard卿は・
　傍論ではあるが、国王はみずから解雇自由の原則を制約する方法で雇用契約を締結することができ、
　かつその権限を部下である公務員に委任できることを示唆し、Esher卿と同一」の見解を示した。事案
　は、1930年、原告は、書簡によって強制的退職年齢が62歳であることを告知された後に、マレーシ
　アの最高裁判所の裁判官に任命されたが、1942年休暇でオーストラリアに滞在中、マレーシアが日
　本軍に占領されたため、62歳の誕生日の17ヵ月前に職を解かれた。そこで原告は、植民地省を相手
　に訴訟を提起した。
14）　［1944］　K，B．596．
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違反があったとはいえない。②ホイットレー協議会における解雇手続きに関する合意が、
本件雇用契約の内容になったということについて何の証明もなされていない。③かりに
その合意が契約内容となったとしても、その内容は、いつでも意のままに公務員を解雇す
る国王の権利に対する制約になるがゆえに無効である。
　本判決においては、刑事処分をともなう重大な非行を理由とする解雇に関する手続きが
ホイットレー合意に存在していない以上、当局がかかる解雇に際して採用する手続きは当
局の裁量にかかっており、本件解雇に対して本来刑事処分をともなわない解雇のために予
定された手続きが援用されたとしても契約違反を生ずることはないというのが主文であ
る。したがってその他は、傍論ではある。しかしながら、たとえホイットレー協議会にお
いて合意された解雇手続きが契約内容になったとしても、国主の意のままに解雇する権限
を制約する以上、かかる契約は無効であることが指摘されたことが注目される。これは、
労使の集団的合意によっても国王の解雇権限を制約することが出来ないことを意味するも
のであ乱こうして契約当事者問の個別合意のみならず、労使の集団的合意およびそれを
踏まえて作成された各省の回状15〕も解雇白由の原則を排除できないことが示唆された。
　5）D舳〃判決の射程
　1896年の1）舳舳．〃2肋8舳事件控訴審判決は、解雇自由の原則を公務員に適用するこ
とができ、かつ契約当事者の個別合意によってこの原則を排除できないことを認めた先例
であったが、同判決の射程について二点の課題を残していた。第」は、この原則を排除す
る法形式の問題である。具体的に、個別合意以外の何らかの方法でこの原則を排除するこ
とができるか否かである・第二は、〃舳事件が期間の定めのある雇用契約を取扱うもの
であったことから、同判決は、契約における期問の定めにもかかわらず、国王はいつにて
も公務員を解雇できることを肯定したにすぎないのか、それともさらに解雇手続きまたは
解雇理由の定めについても解雇自由の原則を適用しうることを意味しているのかという問
題である。
　上記の判例の考察から、第一の問題については、1959年の1～づo伽”．肋γρ欣2事件判
決までにほぼ制定法以外に国王の解雇権限を制約できないことが確立したといえよう。第
二の問題については、解雇手続きまたは解雇理由の定めも、それが国王の解雇権限を制約
するがゆえに許されないという考え方が定着したと見ることができる一刮。そして上記の原
　15）後述するように、給与請求事件であるS洲o閉似法務総裁事件［1923］39T　L　R．294．において貴
　族院は・郵政省回状に示された給与算定基準が契約内容となると判示している。本判決は、∫鮒o挽判
　決に言及していないが、それは本件が解雇事案であり、∫倣o地判決は考慮する必要がないということ
　であろうか。
16）　もっとも・少数ながらも・異論を唱える判決もある。D刎舳事件控訴審判決は、契約を締結した
　代理人の権限に関する判断がなされたにすぎず、国王が契約における期間の定めに拘東されることを
　肯定していないとする解釈を示したものとして、C仰伽κo蜆砂I〃〃〃ωc肋［1952］S．C．165．における裁
　判官Mackay卿の見解があ㌫事案は、英領カメルーンにおいて以前敵国が所有していた施設に少な
　くとも18ヵ月問勤務する契約を締結した原告がアフリカに赴いたが、契約は履行されず、勤務すること
則は、今日でもコモン・ロー上の先例として位置付けられているのである。
　ところで、そもそも解雇自由の原則は何ゆえに認められるのであろうか。これまで考察
してきた判例にしばしば登場するのは、「公共政策（public　policy）」、「公共の利益
（public　interest）」または「公共善（pub1ic　good）」という文言である。これは、効率的な
行政運営を確保する為に国王は、契約に拘束されることなく、必要のなくなった公務員を
いつにても解雇できなければならないという要請にもとづくものと解されていた。しかし
より基本的には、解雇自由の原則の根底には、国家機関が国王に代わって締結する契約を
裁判所においてどこまで強制し得るかという問題が横たわっていると指摘されてきた17〕。
第一次大戦後のある判例1畠〕よれば、国王は「契約によって国家の福祉に関連する事項に
つき行動の自由を束縛できない」という一般原則と解雇自由の原則との関連が論点として
取上げられた。解雇自由の原則の根底にかかる一般原則があるとすれば、この一般原則
は、上記の第二の問題に微妙な影響を及ぼす。すなわち、契約によって国王の将来の行動
を束縛できないとするならば、解雇のみならず、雇用契約に定められた解雇以外の勤務条
件についても国王は拘束されないという推論が働くことになるからである。判例上、解雇
自由の原則が磐石の基盤を築き上げると、解雇自由の原則およびその根底にある一般原則
の射程距離が理論的問題として浮上することになる。
　第2節公務員の給与請求権
　国王が公務員との雇用契約に定められた解雇以外の勤務条件に拘束されるか否かの間題
は、1926年の吻〃2舳“．〃刎伽伽事件判決において公務員の給与請求権をめぐって具
体的論点として浮上した。もっともこの問題に関しても、すでに軍人に関する類似判例が
存在していたため、公務員にも同様の法理を適用しうるか否か、すなわち軍人と公務員の
異同という問題が重なり、判例上の混迷が生ずることとなった。そこで以下では、まず軍
人の給与請求権に関する判例理論を概観し、その後、公務員の判例を考察することとした
い。
　1）軍人の給与請求判例
　軍人の給与請求権に関する代表的な古典的判例の一つは、〃伽加〃ηθρ〃㈱事件19〕の
控訴審判決である。事案は、陸軍中佐が退職金（retired　pay）が正しく算定されなかった
　になっていた施設も別法人に譲渡されていたため、法務総裁を相手に訴訟を提起したものである。
17）J．D．B．Mitchell，The　Contracts　ofPub1icAuthorities（1954〕，pp．24－26．
18〕他〃肋立肋o1昭2川刎力〃舳2肌〃召K物［1921］3K　B．500．本件は・第一次世界大戦中・スウェ
　ーデン船の船主が、在ストックホルムのイギリス公使館より、イギリスの港からの出航許可が取得で
　きるという保証を得て所有する船舶をイギリスの港に入港させたにもかかわらず、イギリス政府が出
　航許可を与えなかったため、イギリスから出られず、最終的に同船舶を売却することを余儀なくされ
　たとして、政府に損害賠償を請求した事案である。
19）　［1895コQ．B．n．121－122（判決日は、1890年5月20日）．
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として正当な算定にもとづく退職金の支払いを求めた権利請願訴訟である。この判決にお
いて記録長官Esher卿は、給与に関する合意の効力について次のように先例を要約してい
糺「国王のミリタリー・サーヴイスに属する者と国王とのあらゆる合意（engagement）は、
国王の側においてのみ任意であり、したがって申立てられた契約に関して訴訟の機会を付
与するものではないということが繰り返し判示されてきた……」。そして、本件において
退職金の算定に関する一般的規準が陸軍省の規則によって定められていたことに関連し
て、次のように先例を要約している。「請願者は、……議会の制定法によって規定された
事項ではなく・陸軍省規則（War　Office　Re馴1ations）にもとづいて生じた事項に関して訴
訟を提起しているである。それは、国王がその士官たちに関して作成した一定の規則の結
果として、彼と国王との間に生じる問題である。士官がその苦情に関していかなる救済手
段を持っていようとも、彼は、……兵士であるがゆえに、彼と国王との問に起こったこと
に関して裁判所に訴えを起こすことができないということは、繰り返し決定されてきた」。
このように先例を引用して正当な算定にもとづく退職金支払い請求を却下した。
　〃伽〃事件は士官による給与請求事案であったが、1920年の〃α舳〃仏η〃ゴ〃g事件州
は、下士官による給与請求の事案であった。請願者は、第一次世界大戦の勃発にともな
い、新聞紙上の兵士募集広告を見て、陸軍に入隊した。新聞広告の給与率は、」日6シリ
ングであった。給与は、当初、新聞広告通りの一日6シリングの率で支給されていたが、
その後当局より給与率の算定に誤りがあり、正しい額は一日2シリング2ペンスであると
通告された。その結果、給与は減額され、かつ給与の過払いが生じたとして、以後、過払
い分が月割りで請願者の給与から控除されるようになった。そこで請願者は、国王が一日
6シリングの割合で給与を支払うべきことを求める権利請願を提起した。この訴訟に対し
て法務総裁は、請願者が先例を踏まえ、いかなる権利にもとづいてこの訴訟を提起したの
か明らかでないとして訴答不十分の抗弁を申立てた。これに対して請願者側代理人は、先
例はもっぱら士官の給与請求を取扱ったものであり、下士官のそれに関するものではなか
ったこと、および陸軍法の手引書（theManualofMi1it岬Act）によれば、兵士の入隊は
一種の契約であると記述されていることを理由に、契約にもとづき裁判所おいて給与を請
求できると主張した。
　判決は・前記〃伽〃判決におけるEsher卿の判示を先例として引用し、「Esher卿の言
葉は、両者（士官と下士官）をカバーするのに十分包括的である」とした。また、兵士の
入隊は、君主と兵士との間の一種の契約であることは認めたが、「それは、兵士に裁判所に
おける訴訟手続きによって、・…・・給与総額を実現する権利を与えるという結論に決してな
らない」と判示した。
　このように、公務員の給与請求に関する裁判上の争いが登場する前に、すでに軍人の給
　20）　［1920］3KB．663．
与に関しては、たとえ何らかの合意が存在しても、それを裁判で争うことはできないとい
う先例が存在していた。
　2）公務員の給与請求判例
　（1）∫舳o舳λ拡一α〃．事件貴族院判決
　1923年の∫倣o”．λ枕一G舳．事件の貴族院判決呈1〕は、契約にもとづき郵政省職員22〕の給
与請求を肯定した判決である。事案の概要は、以下のとおりである。第一次世界大戦の勃
発によって軍事施設において電信技手が必要となったため、郵政省は、軍事施設の電信技
手として登録した職員に対し、当該職員が召集された場合、軍から支給される給与のほか
に、郵政省からも満額の給与（perfect　civil　pay）を与える旨の回状（circular）を発した。
上訴人（一審原告）は、この回状を見て登録し、その後召集に応じて1916年10月から
！919年3月まで海外の軍事施設で勤務した。
　ところで戦時中の物価の高騰を考慮して、郵政省と原告の加入していた労働組合の交渉
によって数回にわたって給与の引き上げ措置がとられたが、それは本給の引き上げという
形式をとらず、「戦時手当て」という形式で支給された。上訴人は、兵役に従事している
間、郵政省からも給与を支給されたものの、この手当ての支給を受けられなかった。そこ
で、上訴人は、郵政大臣（Postmaster－General）による契約違反を理由に、彼が従来通り
の仕事に従事していたら受取ることができたはずの給与相当額の支払いを求めて権利請願
を提起した。これに対して政府は、「満額の給与」とは、上訴人が登録した時点の満額給
与を意味し、その後の臨時的に支給された給与は支給の対象にならないこと、また、報酬
の引上げは、「手当て」として支給されたがゆえに、裁判で強制できる権利性を有しない
と主張した。一審では、上訴人の主張が認められたが、控訴院判決は、上訴人の主張を斥
けた。そこで貴族院に上訴したのが本件である。貴族院は、裁判官の見解が分かれたが、
多数決．（3対2）で上訴人の主張が認められた。多数意見を構成した一人である大法官は
次のように述べた。
　「問題は、回状2187号における『満額の給与』という言葉に付されるべき意味にある。
回状は、表現が一般的であり、さまざまな等級や職種の郵政職員に宛てられているが、そ
れにもかかわらず、原告はその回状にもとづいて登録したので、そこで表明された郵政大
臣の申込みを受諾したと解されねばならない。そしてそれが彼に適用されるかぎりにおい
て、・…・・問題は、『満額の給与」という言葉が『登録の日の給与』を意味するのか、…
それとも『彼が登録しなかったら兵役の期間中に受取っていたはずの給与』であるのかに
絞られる。……事実上、正しい意味合いはどちらかという争いであり、……登録後の出来
21）　　［1923］　39．「二L　R－294．
22）郵政職員は、1969年のPost　O笛ce　Actによって郵政省がPublic　Corpora廿㎝となるまでCivil　Seπant
　であった。
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事は、明らかに、契約の解釈に影響を与えることを許されない」。「私は、これ（給与の引
き上げを含むのか否かの問題）が大蔵省の判断によって決せられるという主張を拒否す
る。……大蔵省の決定は、契約に合致するか、それとも契約違反かであり、彼がシヴィ
ル・サーヴィ三に留まっていたならば給与として受領したはずのものを、当裁判所が決定
する裁判権を有することに何ら障害はない……」。
　以上の前提に立って、『満額の給与」が登録時点の給与額を意味するか否かについて、
次のように判示した。すなわち、上訴人の軍隊からの給与については、登録以後において
引き上げ措置がとられた事実があり、これを踏まえると、同じ回状に記された「郵政省か
らの満額の給与」という文言を登録時の満額給与に限定する解釈は妥当ではないとした。
　本判決は、給与については契約上の権利にもとづき訴訟によって国王に対する請求権を
行使できることを前提とするものであった。とりわけ、本判決において注目すべき点は、
本件の給与支払関係につき、職員が郵政大臣の回状を読んで登録した点を捉えて、「満額
の給与」を支払う旨の契約が成立したと捉えている。すなわち、回状を契約の申込み、職
員の登録申込みを契約の受諾と把握した。そして「満額の給与」とは、本件登録以後に引
上げられた給与をも含むものと解釈し、かつその法的効力を認めたのである。このこと
は、まず給与に関する限り、契約の効力が政府、そして国王に及ぶこと、そして給与に対
する請求権を裁判を通して実現できることを示唆するものであった。したがって、給与請
求に関するかぎり、シヴィル・サーヴィスは、ミリタリー・サーヴイスとは異なった原則
が適用されるという判断が下されたと解することができよう。
　第二に、回状に定められた勤務条件が契約内容になりうることを明らかにしたことであ
る。本件貴族院判決が出された1923年当時、解雇問題に関しては、個別的合意によって
国王の解雇権限を制約できないことが判例上確立しつつあったが、回状、規則または労使
合意によって制約することの可否は判例上明確ではなかった。かかる状況の下において、
本判決は、回状という形式に着目すれば、その定めによって、給与請求のみならず、国王
の解雇権限を制約できる可能性を展望させる可能性をもっていた。もっとも、その後の
1944年、前記Ro伽2〃〃．〃o刎α∫事件鴉〕では、大蔵省回状に示された解雇手続きに関する
規定の契約上の効果が否定されてしまったのではあるが。
　こうして本判決は、明らかに給与請求に関するかぎり「契約」の定めにもとづいて国王
に裁判上の請求をなすことができることを肯定するとともに、回状の定めが契約内容とな
ることを認めた。しかしながら本判決は、給与請求に関し、シヴィル・サーヴィスにはミ
リタリー・サーヴイスとは異なった原則が適用される根拠、そして何ゆえに解雇を裁判所
で争うことができず、給与については争うことが可能なのかについてその論拠を全く提示
していない。このことは、以下において見るように、本判決の先例としての拘束力に疑問
　23〕　［1944コK．B．596．
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を投げかけられる要因となる。
　（2）肋〃舳“．〃〃”o吻
　∫鮒o〃事件の貴族院判決に疑問を投げかけたのは、1926年スコットランドの民事上級裁
判所における〃〃砂2舳〃〃刎伽物事件判決24〕の裁判官Blackbum卿の見解であった。事
案は、海軍工廠に勤務する労働者が、審判所によって妻との別居を命ぜられるとともに、
子どもと彼女白身の扶養料（a1imony）として週あたり25ポンドおよび訴訟費用の支払い
を命ぜられたが、当該労働者が扶養料の支払いを滞らせたため、妻が海軍司令長官に対し
て夫の賃金の差押えを求める訴訟を提起したものである。
　民事上級裁判所の二人の裁判官は、「公職の保有者（the　holdersofpub1ico茄ces）」の報
酬はシヴィル・サーヴィスの権威を維持するために支払われるものであるが故に債権者と
いえどもその報酬を差押えることができないという先例を踏まえ、この先例は、政府機関
に雇用される通常の労働者の賃金（thewage　ofthe　ordinaryworkmm）にも適用されると
して訴えを退けた。
　これに対してB1ackburn卿の見解は、他の二人の裁判官と結論を同じくしたものの、そ
の根拠を異にしていた。すなわち本件の労働者は、「公職の保有者」ではなく、低賃金か
つ大家族もちの労働者であるから、彼にこの原則を適用することは困難だとした。そして
公務員の解雇に関する先例を仔細に検討した後、以下のように述べた。
　「これらの先例は、公務員を解雇する国王の権限だけを取扱うものであるが、それらは、
決定的に重要な論点を確立しているように私には見える。まず、公務員の勤務条件は、公
務員がいかなるサーヴィスに属していようとも、……公共政策によって命じられた一定の
制約に服するということである。……次に、これらの制約は、契約締結時において言及さ
れたか否かにかかわらず、公務員の契約に含まれるべきものであるということである。…
・これらの結論が先例によって正当化されるならば、以下のような結論になると思われ
る。すなわち、国王の軍人に対して強制されてきた公共政策、そして、彼等の請求権は単
に国王の慈悲にもとづくものであり、契約上の債権にもとづくものではないという考えに
もとづき、かかる公務員が給与に関して国王を訴えることを妨げる公共政策にもとづく原
則は、各公務員に等しく適用されなければならない。また、この制約は、彼等の契約に関
して、黙示の条件として、民事裁判所において強制できる報酬に対する権利を有せず、し
たがって彼等の契約にもとづく救済は、ただ職務上もしくは政治上の訴えにあるに過ぎな
いという趣旨をもったものとして、国王と公務員との間のあらゆる契約に読み込まれなけ
ればならないという結論となろう」。そして債務者（夫）が請求権を持たず、裁判所にお
いて強制できない賃金総額の差押えは、明らかに不適切だと判示した。
　本判決においてBlackbum卿は、解雇に関する先例を詳細に検討し、公共政策による一
　24）　［1926］　S．C．842．
イギリス公務員に関する解雇理論の確立・展開と雇用契約（2） η
般的制約が黙示の合意として契約の中に含まれていることを前提とし、同様な制約のもと
にある軍人の給与に関する先例が、公共政策を理由に、国王に対する軍人の裁判上の給与
請求権を否定していることから、公務員についても給与に関する合意の効力を否定できる
と判示した。まさに解雇白由の原員uの基礎にある「国王は、将来の行動を制約されるべき
ではない」という原理が公務員の給与請求権にも拡大されたといえるであろう。
　しかし、かかる判示は、いうまでもなく、1923年の前記∫鮒o〃貴族院判決との関係に
触れざるをえない。卿は、この点について以下のように述べている。
　「その判決は、……かかる請求と通常の給与に関する軍人による請求との相違を明らか
にしていない。事実、その判決において論議された唯一の問題は、……『満額の給与』と
いう言葉が郵政省回状において何を意味するのかであった。したがってこれらの判決は、
私が、国王との勤務契約の性格を確立したものとして言及した……先例を修正したように
は見えない」。
　こうして前記貴族院判決は、ミリタリー・サーヴィスにおいて確立されていた給与請求
権に関する先例との関連に一切触れなかったため、先例としての影響力を失う虞が生じ
た。もっとも、本判決におけるBlackbum卿の意見は、この段階では少数意見にとどまっ
ていた。
　（3）〃ω舳〃oα∫事件判決
　B1ackbum卿の見解を先例の位置にまで引き上げたのが、〃cα∫〃．〃c0M〃伽H妙
Co刎〃∫∫｛o刎〃〃〃肋事件の検認裁判所（Probate　Division）判決25〕であった。事案は、
〃〃〃舳伽事件判決と酷似する。インドの公務員であるLucas氏は、裁判所によって妻と
の別居を命ぜられるとともに、妻の扶養料と子の養育費の支払いを命ぜられた。しかし彼
がその支払いを滞らせたため、妻が夫の給与（一部）の弁済禁止命令を裁判所に求めて認
められた。これに対して高等弁務官が異議を申立てた事案である。判決は、Blackbum卿
の見解に全面的に依拠して次のように判示した。
　「Blackbum卿のこれらの文言は、奇しくも本件と類似する事案において使用された。
〃〃舳o仇丁肋〃刎伽妙は、私を拘束しないが、それは大きな敬意をもって取扱われる
べきものである。その裁判所の多数は、Blackburn卿の見解とは異なった根拠でその事案
を決した。おそらく、私には、イングランドの先例の趣旨に関するB1ackbum卿の見解は
称賛に値すると述べることで十分であり、かつ謹んでそれを採用する」。こうして彼の妻
によって差押えられるような、いかなる債務も存在せず、したがって弁済禁止命令は、取
消されることとなった。
　本判決は、国王に対する給与請求権を裁判所で実現できないことを先例として確立させ
ることとなったが、その論理的枠組みは、給与以外の勤務条件にも拡張的に適用される余
　25）　［1943］　P．68．
78
地を十分残すものであった。したがって、コモン・ロー上の公務員の無権利状態は、極大
化されることになる26〕。他方、公務員の勤務関係を「雇用契約」関係と理論構成する意味
は、著しく縮減されることとなった。このため、後述するように、これを契約関係と把握
することに対する疑問が判例に登場することになる27〕。
　（4）Ko伽sω伽o舳〃oグ閉俳脇舳けC砂1o閉
　〃ω∫事件判決は、学会からの批判2君〕のみならず、判例によっても批判されることにな
乱たとえば、乃舳〃”．Sθcγ物ηψS倣2〃伽Colo〃42∫事件女王座部判決29〕において裁
判官Goddard卿は、肋物仏〃〃g事件の枢密院判決を解釈して以下のように判示した。す
なわち、同判決は、契約の解除前に存在した契約上の権利を肯定したものであり、「した
がって、……サーヴァントが意のままに解雇されうるという条件で、しかし一定の給与で
雇い入れられるならば、かりに彼が解雇されても、彼がすでに勤務した期問に相当する給
与を取り戻すことができる」と述べている。またGoddard卿は、Co刎刎ゐ5｛o〃〃げ〃α〃
Rωθ舳θ仏肋刎伽oo尾事件女王座部判決帥〕においても同様な見解を示した。しかしいずれ
も傍論であったため、結果的に、〃ω∫事件判決は、1943年から25年以上もの長期間、先
例としての地位を占め続けた。
　かかる判例の状況に変化が生じたのは、実に1970年であった。すなわち、κo∂㈱〃〃o閉
〃．〃o伽ツーGθ〃舳o1ぴαツ1o〃事件の枢密院判決3■は、公務員の給与請求権を裁判所で実現
することを肯定し、先例としての〃ω∫判決を変更するに至った。本件は、セイロンの事
案であるが、シンハリ語の試験に合格していないことを理由に昇給を認められなかった公
務員が、給与の差額を求める訴えを提起した。セイロンの最高裁は、公務員が給与に関し
て訴えを起こすことができないということを理由の」つとして訴えを斥けた。そこで公務
員が上訴したのが本件である。
　判決において、Diplock裁判官は、18世紀の判例を仔細に検討した後、1926年の
〃肋2舳α事件判決におけるBlackbum卿の見解が現れる以前の、「100年間、先例の趨勢
は、ミリタリー・サーヴィスの構成員を除いて、公務貝の給与遅配は、権利請願によって
取り戻すことのできる債権と解されていた」とし、前記∫〃材o〃〃．法務総裁事件貴族院判
26）　もっとも、現実には、公務員の給与は法的保障を必要としないほどに手厚く保護されていたとい
　う。すなわち、1936年公務仲裁裁判所（ホイットレー協議会の労使合意で設けられた制度）の設置
　に際して、職員側は、仲裁裁定の実施に際して各省に追加的支出が必要となるため、仲裁裁定に実効
　性を持たせることを大蔵省に要求した。これに対して大蔵省は、「議会の優先的な権限を条件として、
　政府は裁判所の裁定に実効性を与えるであろう」と述べたという。レo　Blair，The　Civil　Semant
　Political　Rea1i蚊and　Legal　M皿h，p．39．
27〕　判例では、〃舳〃〃．∫2cκ物η〆∫〃2力7伽Colo舳∫［1953］2Q．B．428；Co刎〃応∫づo〃〃ψ〃螂〃
　Rω舳“．肋舳700尾［1956］2W．L　R919．詳細は、第3章参照。
28）　Logan，“A　Civil　Sen・ant　and　his　Pay”（1945）61L　Q．R　p．240．
29）　［1953］2Q．B．482．
30）　［1956］2W．LR．919．
31）　［1970］AC．1111．
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決もこの流れのなかにあったとする。そして、Blackbum卿の見解について以下のよう批
判した。
　すなわち、Blackbum卿の見解を支えるために引用された「唯」の判例は、国王が公務
員の雇用を意のままに解約することができるということを述べた著名な判例である。彼
は、これの不可欠の結果として、公務員が解雇前に支払われるべき給与の遅配に対して法
律上の請求権を有しないと見なす。……私の見解では、これは論理的に結びつかない。新
たな勤務契約を締結する権利と結びついた勤務契約を意のままに終了する権利は、公務員
に対する予定された変更およびその後の勤務の継続を伝達することから下される真の推論
が、国王によって現契約が解約され、新しい契約が改訂された条件で締結されたというこ
とであるならば、事実上、国王をして将来の雇用条件を変更することを可能にする。しか
しこのことは、終了前に存在した契約にもとづいて既に獲得された給与に対する権利にい
ささかも影響を与えない」。
　こうして本判決は、古い先例に依拠することによって、公務員を意のままに解雇する国
王の権利は、解雇される時点までに勤務した期間に見合う給与を請求する公務員の権利を
否定するものではないことを明らかにした。これは、給与以外の勤務条件にも等しく妥当
する論理的枠組みを有していた。公務員の勤務関係における契約的要素は、〃cα∫事件判
決によって極限まで薄められたが、本判決によって再び契約的要素が浮上してきたことは
否定できない。しかしトータルとしての公務員の勤務関係をいかに理論構成するかという
問題は、引き続き課題として残されることとなっれ
（本稿は、早稲［日大学2000年度及び2001年度特定課題研究助成費〈2000A－183．2001A一ユ33〉にもとづく
研究成果の」部である。〕
